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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人情報

処理学会（IPSJ）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を改

正すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格であ

る。 

これによって，JIS X 5213:2010 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本工業規格 JIS 
 X 5213：2015 
 (ISO/IEC 22536：2013) 

近距離通信用インタフェース及びプロトコル

（NFCIP-1）－RF インタフェース試験方法 

Information technology- 

Telecommunications and information exchange between systems- 

Near Field Communication Interface and Protocol (NFCIP-1)- 

RF interface test methods 

 

序文 

この規格は，2013 年に第 2 版として発行された ISO/IEC 22536 を基に，技術的内容及び対応国際規格の

構成を変更することなく作成した日本工業規格である。 

この規格は，JIS X 6305-6 との調整がなされており，試験機関が JIS X 6305-6 の設備と専門知識とを利

用できるようになっている。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

 

1 適用範囲 

この規格は，JIS X 5211 で規定した NFCIP-1 を試験する方法を規定する一連の規格の一つであり，RF

インタフェース用の試験方法を規定する。具体的には，50 mm×40 mm の長方形の領域に入るアンテナを

備えた NFC デバイスの RF インタフェース試験方法を規定する。 

この試験方法規格は，2 部構成のはじめのものであり，JIS X 5211 に規定するデバイスの RF インタフェ

ースに対する適合試験を規定する。もう一方の規格 JIS X 5214 は，JIS X 5211 に規定するプロトコルに対

する試験方法を規定する。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 

ISO/IEC 22536:2013 ， Information technology － Telecommunications and information exchange 

between systems－Near Field Communication Interface and Protocol (NFCIP-1)－RF interface test 

methods（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こ

とを示す。 

 

2 適合性 

この規格において規定された全ての必須要件を満たしたとき，JIS X 5211 を実装するシステムは，この

規格に適合する。 

 


